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当社株式の大規模な買付行為への対応方針（買収防衛策）の改定に関するお知らせ 

 

 当社は、平成 19 年 3 月 16 日開催の取締役会において、当社株券等の買付行為等に対する対応

方針を導入したのち、平成 20 年 6 月 20 日および平成 23 年 6 月 24 日開催の定時株主総会の決議

によるご承認を得て、当社株式の大規模な買付行為への対応方針（以下「現対応方針」といいま

す。）を継続してまいりました。 

 平成 26 年 6 月 19 日開催予定の定時株主総会（以下「本株主総会」といいます。）終結の時を

もって現対応方針の有効期間が満了するにあたり、当社は、現対応方針導入後の裁判例などを踏

まえて検討した結果、平成 26 年 5 月 16 日開催の当社取締役会において、現対応方針の一部を改

定して「当社株式の大規模な買付行為への対応方針」（以下「本対応方針」といいます。）として

継続することについて本株主総会に提案することを決議いたしましたのでお知らせいたします。 

 本対応方針につきましては、社外監査役２名を含む当社監査役４名全員が賛成しております。 

なお、現時点において、特定の第三者から大規模買付けを行う旨の通告や買収提案を受けてお

りません。 

 

本対応方針における主な改定点は以下のとおりです。 

① 大規模買付者に情報提供を求める期限を設定し、情報提供期間の上限を 60 日に設定するとと

もに、大規模買付者から合理的な理由に基づく延長請求があった場合には、その期限を延長

することができるとしたこと。 

② 取締役会評価期間の終了までに、当社取締役会が適切な評価、検討等をなしえないときは、

上限を 120 日として、合理的な範囲内において取締役会評価期間を延長することができると

したこと。 

③ 当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重し、当該勧告を踏まえて速やかに対抗措置

の発動または不発動について決議を行う旨を明記し、当社取締役会の判断の客観性、公正性

および合理性の確保をより強化したこと。 

④ 大規模買付行為に対して発動する対抗措置について、無償割当による新株予約権の発行に限

定したこと。 

⑤ 本対応方針継続後であっても、当社株主総会で決議がなされた場合には、当該決議に従い本

対応方針を変更又は廃止することとし、本対応方針の継続、廃止または変更の是非の判断に、

株主の皆様のご意向が反映される仕組みとしたこと。 

⑥ 大規模買付行為に対する対抗措置として無償割当による新株予約権を発行する際、当社取締

役会は、非行使権者が保有する新株予約権の対価として現金を交付する旨の取得条項を付す

ることはできないものとしたこと。 
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Ⅰ 会社の支配に関する基本方針 

当社は、上場会社として当社株式の自由な売買を認める以上、当社の取締役会の賛同を得ずに

行われる、いわゆる「敵対的買収」であっても、当社の企業価値・株主共同の利益に資するもの

であれば、これを一概に否定するものではありません。特定の者による当社株式の大規模な買付

行為等に応じて当社株式の売却を行うか否かは、最終的には当社株式を保有する当社株主の皆様

の判断に委ねられるべきものであると考えます。 

しかし、当社および当社グループは、スポーツを核とした事業領域で、当社の企業価値・株主

共同の利益の確保・向上に取り組んでおり、そのために幅広いノウハウと豊富な経験、ならびに

国内外の顧客・取引先および従業員等のステークホルダーとの間に築かれた良好な関係を維持し

促進することが重要な要素であり、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者としては、

これらに関する十分な情報や理解がなくては、将来実現することのできる当社の企業価値・株主

共同の利益を毀損する可能性があり、不適切であると考えます。 

 

 

Ⅱ 当社の状況および企業価値向上に向けた取り組み 

 当社は、1949 年（昭和 24 年）に、スポーツを通じて青少年の健全な育成に貢献することを願

い鬼塚商会として創業以来、「健全な身体に健全な精神があれかし」を創業哲学とし、「スポーツ

を通して、すべてのお客様に価値ある製品・サービスを提供する」ことを理念に、お客様の求め

るものを徹底的に追求し、世界のスポーツをする選手、スポーツを愛するすべての人々や健康を

願う方々の役に立つよう、技術とものづくりに対するこだわりを持ち続けてまいりました。 

 1977 年（昭和 52 年）に、同業２社との合併を機に、この創業哲学のラテン語「Anima Sana In 

Corpore Sano」の頭文字から社名を株式会社アシックス（ASICS）へ変更し、社業の発展に努め

てまいりました。 

当社および当社グループは、スポーツシューズ類、スポーツウエア類、スポーツ用具類など専

らスポーツ用品を、国内および海外で製造販売しております。そして、長年トップアスリートの

ニーズに応えてきた技術力とものづくりへのこだわりや欧米を中心とした海外でのシューズを中

心としたランニング事業における高いブランドイメージを基盤として、２０１５年度までの中期

経営計画「アシックス・グロース・プラン（ＡＧＰ）２０１５」を発表し、その最終年度である

2015 年度（平成 27 年度）に、売上高 4,000 億円以上、営業利益率 10％以上、ROE 15％以上、

ROA 8％以上を目指しております。「スポーツでつちかった知的技術により、質の高いライフスタ

イルを創造する」をビジョンとして定め、３つの事業領域である①アスレチックスポーツ事業領

域、②スポーツライフスタイル事業領域および③健康快適事業領域において、製品戦略：「革新的

な価値の提供とお客様ニーズ対応の融合」、組織戦略：「グローバル組織の構築」をそれぞれ進め、

事業の拡大・強化に取り組んでまいります。 

当社および当社グループは、「グループ全体で、お客様起点の活動を徹底する」を基本方針とし、

今後も中長期的な視野に立ち、企業価値のさらなる向上を目指してまいります。 

 

 

Ⅲ 本対応方針の内容（会社支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務お

よび事業の方針の決定が支配されることを防止するための取り組み） 

 

１．大規模買付ルールの必要性と本対応方針の目的 

（１）大規模買付ルールの必要性 

 当社および当社グループの経営にあたっては、幅広いノウハウと豊富な経験、ならびに国内外

の顧客・取引先および従業員等のステークホルダーとの間に築かれた良好な関係を維持し促進す
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ることが重要な要素になります。当社株主の皆様にとっても、これらの点に関する十分な情報や

理解がなくては、将来実現することのできる当社の企業価値・株主共同の利益を適正に判断する

ことは困難であると考えます。当社は、平素より、当社株式の適正な価値を投資家の皆様にご理

解いただくよう努めておりますものの、突然大規模買付行為がなされたときに、大規模買付者の

提案が当社の企業価値･株主共同の利益を高めるものか、大規模買付者の提示する当社株式の取得

対価が妥当かどうか等、大規模買付者による大規模買付行為の是非を当社株主の皆様に短期間の

内に適切に判断していただくためには、大規模買付者および当社取締役会の双方から適切かつ十

分な情報が提供されることが不可欠と考えます。さらに、当社株式をそのまま継続的に保有する

ことを考える当社株主の皆様にとっても、大規模買付行為が当社および当社グループに与える影

響や、当社および当社グループの従業員、顧客および取引先等のステークホルダーとの関係につ

いての方針を含め、大規模買付者が考える当社および当社グループへの経営参画後の経営方針や

事業計画の内容等は、大規模買付者の提案が当社の企業価値･株主共同の利益を高めるものか否か

を考慮し、継続保有の是非を検討していただくうえで重要な判断材料となると考えます。同様に、

当社取締役会が当該大規模買付行為についてどのような意見を有しているのか、より当社の企業

価値･株主共同の利益を高める代替案がありうるかといった点も、当社株主の皆様にとっては重要

な判断材料となると考えます。 

 これらを考慮し、当社取締役会は、大規模買付行為に際しては、まず、大規模買付者が、事前

に、当社株主の皆様の判断のために必要かつ十分な大規模買付行為に関する情報を提供すべきで

あると考えます。また、当社取締役会も、かかる情報が提供された後、大規模買付行為に対する

当社取締役会としての意見の検討を速やかに開始し、独立委員会からの勧告や外部専門家等の助

言を受けながら慎重に検討したうえで意見を形成して公表いたします。さらに、当社取締役会が

必要と認めれば、大規模買付者の提案の改善についての交渉や当社取締役会としての当社株主の

皆様に対する代替案の提示を行うこともあります。かかるプロセスを経ることにより、当社株主

の皆様は、当社取締役会の意見を参考にしつつ、大規模買付者の提案に対する諾否を検討するこ

と（もし代替案が当社取締役会から提示された場合には、大規模買付者の提案と代替案との優劣

を検討すること）が可能となり、大規模買付者の提案に対する最終的な諾否を適切に決定するた

めに必要かつ十分な情報の取得と検討の機会を得られることとなります。 

当社取締役会は、上記の見解を具現化した一定の合理的なルールに従って大規模買付行為が行

われることが、当社の企業価値・株主共同の利益に資すると考え、下記２．のとおり事前の情報

提供に関する一定のルール（以下「大規模買付ルール」といいます。）を設定いたしました。そし

て、会社支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決

定が支配されることを防止するための取り組みとして、現対応方針の内容を一部変更し、本対応

方針として継続することといたしました。 

  

（２）本対応方針の目的 

 本対応方針は、特定株主グループ（注１）の議決権割合（注２）を 20％以上とすることを目的

とする当社株券等の買付行為、もしくは結果として特定株主グループの議決権割合が 20％以上と

なる当社株券等の買付行為またはその提案（市場取引、公開買付け等の具体的な買付方法の如何

を問いませんが、あらかじめ当社取締役会が同意した者による買付行為を除きます。以下、かか

る買付行為またはその提案を「大規模買付行為」といい、かかる買付行為を行う者を「大規模買

付者」といいます。）について、当社株主の皆様に必要かつ十分な情報を提供するとともに、必要

に応じて対抗措置を発動するなど、当社の企業価値・株主共同の利益に資するよう、大規模買付

行為に対する適宜かつ適切な対応を行うことを目的としています。 
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注１：特定株主グループとは、 

  (i) 当社の株券等（金融商品取引法第 27 条の 23 第 1 項に規定する株券等をいいます。以下同じとします。）の保有者（同

法第 27 条の 23 第３項に基づき保有者に含まれる者を含みます。以下同じとします。）およびその共同保有者（同法第

27 条の 23 第５項に規定する共同保有者をいい、同条第６項に基づき共同保有者とみなされる者を含みます。以下同じ

とします。）ならびに当該保有者との間でまたは当該保有者の共同保有者との間で保有者・共同保有者間の関係と類似し

た一定の関係にある者（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。以下「準共同保有者」といいます。）ま

たは、 

  (ii) 当社の株券等の買付け等（同法第 27 条の２第１項に規定する買付け等をいい、競売買の方法によるか否かを問わず取

引所金融商品市場において行われるものを含みます。）を行う者およびその特別関係者（同法第 27 条の２第７項に規定

する特別関係者をいいます。ただし、同項第１号に掲げる者については、発行者以外の者による株券等の公開買付けの

開示に関する内閣府令第 3条第 2項で定める者を除きます。以下同じとします。）を意味します。 

注２：議決権割合とは、 

  (i) 特定株主グループが、注 1の(i)記載の場合は、①当該保有者の株券等保有割合（同法第 27 条の 23第４項に規定する株

券等保有割合をいいます。この場合においては、当該保有者の共同保有者の保有株券等の数（同項に規定する保有株券

等の数をいいます。以下同じとします。）も計算上考慮されるものとします。）と、②当該保有者の準共同保有者の株券

等保有割合とを合わせた割合（ただし、①と②の合算において、①と②との間で重複する保有株券等の数については、

控除するものとします。）または、 

  (ii) 特定株主グループが、注 1 の(ii)記載の場合は、当該大規模買付者および当該特別関係者の株券等所有割合（同法第 27

条の２第８項に規定する株券等所有割合をいいます。）の合計をいいます。 各株券等保有割合および各株券等所有割合

の算出に当たっては、発行済株式の総数（同法第 27 条の 23 第４項に規定するものをいいます。）および総議決権の数

（同法第 27 条の２第８項に規定するものをいいます。）は、有価証券報告書、半期報告書および自己株券買付状況報告

書のうち直近に提出されたものを参照することができるものとします。 

 

 

２．大規模買付ルールの内容  

（１）大規模買付ルールの骨子 

 当社取締役会が設定する大規模買付ルールの骨子は、①大規模買付者は、大規模買付行為の前

に、当社取締役会に対し、予定する大規模買付行為に関する必要かつ十分な情報を提供し、②当

社取締役会は、一定の評価期間内に当該大規模買付行為に対する当社取締役会としての意見をま

とめて公表し、③大規模買付者は、当該評価期間経過後に大規模買付行為を開始する、というも

のです。 

 

（２）情報の提供 

 まず、大規模買付者には、当社取締役会に対して、当社株主の皆様の判断および当社取締役会

としての意見形成のために必要かつ十分な情報（以下「本必要情報」といいます。）を書面で提供

していただきます。具体的な手続としては、大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合

には、まず、当社代表取締役宛に、(1)大規模買付者の名称、(2)住所、(3)設立準拠法、(4)代表者

の氏名、(5)国内連絡先および(6)提案する大規模買付行為の概要を明示したうえで、大規模買付ル

ールに従う旨を誓約された意向表明書をご提出いただきます。当社取締役会は、かかる意向表明

書受領後 10 営業日以内に、必要に応じて情報提供の期限を定め、大規模買付者から当初提供いた

だくべき本必要情報のリストを当該大規模買付者に交付します。なお、大規模買付者から合理的

な理由に基づく延長要請があった場合には、その期限を延長することができるものとします。 

本必要情報の具体的内容は、大規模買付者の属性および大規模買付行為の内容などによって異

なりますが、一般的な項目は以下のとおりです。 

① 大規模買付者およびそのグループ（共同保有者、準共同保有者、特別関係者および（ファン
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ドの場合は）各組合員その他の構成員を含みます。以下同じとします。）の概要（大規模買付

者の事業内容、資本構成、役員構成、主要株主または出資者、当社および当社グループの事

業と同種の事業についての経験等に関する情報を含みます。） 

② 大規模買付行為の目的および内容（買付等の対価の価額・種類、買付等の時期、関連する取

引の仕組み、買付等の方法の適法性、買付等および関連する取引の実現可能性等を含みます。） 

③ 大規模買付者およびそのグループの株券等保有割合ならびに株券等所有割合 

④ 当社株式の取得対価の算定根拠および取得資金の裏付け（資金の提供者（実質的提供者を含

みます。）の具体的名称、調達方法、関連する取引の内容を含みます。） 

⑤ 当社および当社グループの経営に参画した後に想定している経営者候補（当社および当社グ

ループの事業と同種の事業についての経験等に関する情報を含みます。）、経営方針、事業計

画、財務計画、資本政策、配当政策、資産活用策等 

⑥ 大規模買付行為実行後の大規模買付者およびそのグループにおける当社の役割、当社株式の

上場維持の有無、少数株主への対応方針、少数株主排除策をとる場合には対価の価額・種類

を含むその内容 

⑦ 当社および当社グループの取引先、顧客、従業員等のステークホルダーと当社および当社グ

ループとの関係に関し、大規模買付行為完了後に予定する変更の有無およびその内容 

⑧ その他個別具体的な事案において、当該大規模買付行為に対する当社株主の皆様の諾否の判

断および当社取締役会の意見形成に必要な情報 

 大規模買付者から当初提供していただいた情報を精査した結果、それだけでは不十分と認めら

れる場合には、当社取締役会は、当該大規模買付者に対して十分な本必要情報が揃うまで追加的

に情報提供を求めることができるものとします（以下、この期間を「情報提供期間」といいます）。  

ただし、大規模買付者からの情報提供の迅速化と当社取締役会が延々と情報提供を求めて情報

提供期間を引き延ばす等の恣意的な運用を避ける観点から、この情報提供期間の上限を意向表明

書受領から 60 日に限定し、仮に本必要情報が十分に揃わない場合であっても、情報提供期間が満

了したときは、その時点で直ちに取締役会評価期間（（３）にて後述します。）を開始するものと

します。なお、大規模買付者から合理的な理由に基づく延長要請があった場合には、その期限を

延長することができるものとします。 

大規模買付者が出現し、当該大規模買付者から大規模買付行為の提案があった事実および当社

取締役会に提供された本必要情報は、当社株主の皆様の判断のために必要であると認められる場

合には、当社取締役会が適宜適切と判断する時点で、その全部または一部を開示します。 

 当社取締役会は、取締役会による評価、検討、意見形成等のため必要かつ十分な本必要情報が

大規模買付者から提出されたと判断した場合には、直ちにその旨大規模買付者に通知するととも

に、速やかに当社株主の皆様に公表いたします。 

なお、当社取締役会が追加的に情報提供を求めたにもかかわらず、大規模買付者から当該情報

について提供が難しいことにつき合理的な説明がある場合は、追加的に求めた情報がすべて揃わ

ないときでも、大規模買付者との情報提供に関する交渉を終了し、次に述べる当社取締役会によ

る評価・検討を開始することができることとします。 

 

（３）取締役会による評価と意見の公表 

 次に、当社取締役会は、取締役会による評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案のための期

間（以下「取締役会評価期間」といいます。）として、大規模買付者が当社取締役会に対し追加的

な情報提供を含む本必要情報の提供を完了したと公表した日の翌日から、60 日間（対価を現金（円

貨）のみとする公開買付けによる当社全株式の買付けの場合）または 90 日間（その他の大規模買

付行為の場合）を設定します。取締役会評価期間の終了までに、取締役会が評価、検討、交渉、

意見形成、代替案立案をなしえないときは、合理的な範囲内において取締役会評価期間を延長す
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ることができるものとしますが、その場合でも取締役会評価期間は最長 120 日までとします。な

お、取締役会評価期間を延長する場合は、延長する理由、延長期間等を開示いたします。 

従って、大規模買付行為は、取締役会評価期間の経過後にのみ開始されるものとします。取締

役会評価期間中、当社取締役会は、独立委員会（後記２．(4)）に諮問し、また、必要に応じて外

部専門家等の助言および監査役の意見を参考に、提供された本必要情報を十分に評価･検討し、独

立委員会からの勧告を最大限尊重したうえで、対抗措置の発動または不発動を含め、当社取締役

会としての意見を慎重にとりまとめて決議し公表します。また、当社取締役会は、必要に応じて、

大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善について交渉し、または、当社株主の皆

様に対し代替案を提示することもあります。なお、取締役会評価期間が終了し取締役会の意見を

公表するときは、当社取締役会は、大規模買付者に対し、取締役会評価期間が終了したことを通

知するとともに、大規模買付行為が開始可能となったことを当社株主の皆様が知ることができる

よう、その旨あわせて公表するものとします。 

 

（４）独立委員会の設置 

 本対応方針において、大規模買付者が当社取締役会に提供すべき情報の範囲の決定、大規模買

付者が大規模買付ルールを遵守しているか否かの認定、大規模買付行為が当社の企業価値・株主

共同の利益を著しく損なうか否かの認定、対抗措置の要否およびその内容の決定等については、

その客観性、公正性および合理性を担保するため、当社は、取締役会から独立した組織として、

独立委員会を設置します。当社取締役会は、かかる独立委員会（注３）に対して上記の問題を必

ず諮問することとし、独立委員会は、諮問を受けた事項について審議し、当社取締役会に対して

その意見を勧告することとします。独立委員会は、その勧告の合理性・客観性を高めるために、

必要に応じて、当社の費用で、当社経営陣から独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザ

ー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含む。）の助言を得ることができるも

のとします。また、当社の取締役、監査役、従業員等に独立委員会への出席を要求したり、必要

な情報について説明を求めたりすることができるものとします。独立委員会の勧告は、公表する

こととします。 

 当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重するものとし、当該勧告を踏まえて当社の企

業価値・株主共同の利益の確保・向上という観点から取締役会評価期間の期間内に速やかに相当

と認める範囲内での対抗措置の発動または不発動について決議を行うものとします。これにより、

独立委員会が取締役会の判断の客観性、公正性および合理性を確保する手段として機能するよう

位置付けています。 

 

 

注３：独立委員会とは 

独立委員会は、当社取締役会から独立した第三者機関として、本対応方針が取締役の保身のために利用されることがないよう

監視するとともに、当社の企業価値・株主共同の利益を損なう買収を抑止するという働きを担います。独立委員会の概要は、別

紙２のとおりです。 

 独立委員会は、当社社外取締役・当社社外監査役・弁護士・公認会計士・学識経験者・投資銀行業務に精通する者・実績ある

会社経営者等計３名以上の独立委員で構成されます。なお、本対応方針の導入時の独立委員会委員の氏名および略歴は、別紙３

のとおりです。 

 

 

３．大規模買付行為がなされた場合の対応方針 

（１）大規模買付者が大規模買付ルールを遵守する場合  

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守する場合、当社取締役会は、大規模買付者から提供を
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受けた情報を総合的に考慮・検討した結果、当該大規模買付行為が当社の企業価値・株主共同の

利益に資すると判断したときは、その旨の意見を表明します。他方、当該大規模買付行為に疑義

や問題点があると考えたときは、当該買付提案について反対意見を表明し、または、代替案を提

案します。これらの場合には、後記（３）記載の大規模買付行為に対する対抗措置の発動要件を

満たすときを除き、当社取締役会は、当社株主の皆様に対して、当該買付提案に対する諾否の判

断に必要な判断材料を提供させていただくにとどめ、原則として、当該大規模買付行為に対する

対抗措置はとりません。当社取締役会は、大規模買付者の大規模買付行為が当社の企業価値・株

主共同の利益に資するか、当該大規模買付行為に疑義や問題点があるかを判断するについて、外

部専門家等の助言および監査役の意見も参考に、独立委員会の勧告を最大限尊重したうえで決定

するものとします。 

これらの場合には、大規模買付者の大規模買付行為にかかる提案に応じるか否かは、当社株主

の皆様において、当該提案および当社が提示する当該提案に対する意見、代替案等をご考慮のう

え、ご判断いただくことになります。 

 

（２）大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合 

 大規模買付者が、大規模買付ルールを遵守しない場合には、具体的な買付方法の如何にかかわ

らず、当社取締役会は、当社の企業価値・株主共同の利益を守ることを目的として、無償割当に

よる新株予約権の発行を内容とする対抗措置をとり、大規模買付行為に対抗することができるも

のとします。 

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守したか否かの認定および対抗措置の発動の適否･内容

については、外部専門家等の助言および当社監査役の意見も参考にしたうえで、独立委員会の勧

告を最大限尊重し、当社取締役会が決定します。対抗措置として無償割当てにより新株予約権を

発行する場合の概要は別紙１に記載のとおりです。なお、新株予約権を発行する場合には、議決

権割合が一定割合以上の特定株主グループに属さないことを新株予約権の行使条件や取得条件と

するなど、対抗措置としての効果を考慮した行使期間、行使条件および取得条件を設けることが

あります。 

 

（３）大規模買付行為に対する対抗措置および発動要件 

当社取締役会は、大規模買付ルールを遵守しなかった場合のほか、大規模買付ルールが遵守さ

れた場合であっても、当該大規模買付行為が当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なう場

合で、かつ、対抗措置を発動することが相当であると判断したときに限り、当社株主の皆様の利

益を守るために、当該大規模買付行為に対する対抗措置として、無償割当による新株予約権を発

行することができるものとします。具体的には、以下の類型に該当すると認められる場合には、

当該大規模買付行為が当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なう場合に該当するものと考

えます。かかる場合に該当するか否かを判断するについては、外部専門家等および当社監査役の

意見を参考に、提供された本必要情報を十分に評価･検討したうえ、独立委員会の勧告を最大限尊

重するものとします。また、当社取締役会は、対抗措置を発動するに際し、株主共同の利益に照

らし株主意思を確認することが適切と判断する場合は、株主総会を招集し、対抗措置に関する当

社株主の皆様の意思を確認することができるものとします。かかる株主意思確認のための株主総

会を開催した場合は、出席株主の議決権の過半数の賛同が得られなければ、対抗措置の発動は行

いません。その場合、当社取締役会が、当社株主の皆様の意思を確認し、対抗措置の発動・不発

動を決定するまで、大規模買付行為は開始できないものとします。 

なお、対抗措置として無償割当により新株予約権を発行する場合の概要は（２）と同様です。 

① 次の(ⅰ)から(ⅳ)までに掲げる行為等により当社の企業価値・株主共同の利益に対する明白な

侵害をもたらすような大規模買付を行う場合 
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(ⅰ) 当社株式を買い占め、その株式について当社または当社関係者に対して高値で買取りを要求

する行為 

(ⅱ) 会社を一時的に支配して、会社の重要な資産等を廉価に取得する等会社の犠牲の下に買収者

の利益を実現する経営を行うような行為 

(ⅲ) 会社の資産を買収者やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用する行為 

(ⅳ) 会社経営を一時的に支配して会社の事業に当面関係していない高額資産等を処分させ、その

処分利益をもって一時的な高配当をさせるか、一時的高配当による株価の急上昇の機会を

ねらって高値で売り抜ける行為 

② 強圧的二段階買収（最初の買付条件よりも二段階目の買付条件を不利に設定し、あるいは二

段階目の買付条件を明確にしないで、公開買付け等の株式買付けを行うことをいいます。）等、

株主に株式の売却を事実上強要するおそれがある買収行為を行う場合 

③ 大規模買付者による支配権取得により、従業員、顧客、取引先等のステークホルダーとの関

係が毀損され、それによって当社の企業価値・株主共同の利益が著しく損なわれる場合 

④ 買付等の条件（対価の価額・種類、買付等の時期、買付方法の適法性、買付等の後における

当社の顧客、取引先、従業員等のステークホルダーの処遇方針等を含みます。）が当社の企業

価値に鑑み著しく不十分または不適切な場合 

 

（４）対抗措置発動後の停止等 

当社取締役会は、本対応方針に基づいて対抗措置を発動することを決定した後であっても、①

大規模買付者が大規模買付行為を中止した場合、②対抗措置を発動する決定の基礎となった事実

関係等に変動が生じ、当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうものではないとの判断に

至った場合には、独立委員会に諮問し、その勧告を最大限尊重したうえで、対抗措置の発動を停

止することができるものとします。例えば、無償割当により新株予約権を発行する場合に、上記

①②の事実が発生したときは、新株予約権の効力発生日までであれば当該新株予約権の無償割当

てを中止し、当該新株予約権の無償割当ての効力発生後であれば新株予約権の行使期間開始日の

前日までに当社が無償で新株予約権を取得し、いずれも対抗措置の発動を停止することができる

ものとします。また、対抗措置の発動の停止を行う場合には、直ちに必要な情報開示を行います。 

 

 

４．株主・投資家に与える影響等 

（１）大規模買付ルールが株主・投資家に与える影響等 

 大規模買付ルールは、当社の企業価値・株主共同の利益の維持・向上の観点から、当社株主の

皆様に対し、大規模買付行為に対する諾否をご判断いただくために必要な情報や、現に当社の経

営を担っている当社取締役会の当該大規模買付行為に対する意見を提供し、さらには、当社株主

の皆様が代替案の提示を受ける機会を保証することを目的としています。これにより、当社株主

の皆様は、適切かつ十分な情報のもとで、大規模買付行為に応じるか否かについて適切かつ合理

的なご判断をすることが可能となり、そのことが当社の企業価値・株主共同の利益の保護につな

がるものと考えます。 

従いまして、大規模買付ルールの設定は、当社株主および投資家の皆様が適切な投資判断を行

ううえでの前提となるものであり、当社株主および投資家の皆様の利益に資するものであると考

えております。 

 なお、上記３．において述べたとおり、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守するか否かに

より大規模買付行為に対する当社の対応方針が異なりますので、当社株主および投資家の皆様に

おかれましては、大規模買付者の動向にご注意ください。 

 



－9－ 

（２）対抗措置発動時に株主・投資家に与える影響等 

 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合および大規模買付ルールを遵守されて

いるものの当該大規模買付行為が当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうと認められる

場合には、当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重したうえで、当社の企業価値・株主

共同の利益を守ることを目的として、無償割当による新株予約権の発行を内容とする対抗措置を

とることがあります。その場合、対抗措置の発動によって、当社株主の皆様（大規模買付ルール

に違反した大規模買付者および当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうと認められるよ

うな大規模買付行為を行う大規模買付者を除きます。）が法的権利または経済的側面において格別

の損失を被るような事態が生じることは想定しておりません。当社取締役会が具体的対抗措置を

とることを決定した場合には、法令および金融商品取引所規則に従って適時適切な開示を行いま

す。 

なお、対抗措置として別紙１に記載の新株予約権の無償割当を行う場合には、当社取締役会が

別途定める基準日における最終の株主名簿に記録された株主に対し、その所有株式数に応じて新

株予約権が割当てられますので、当該基準日における最終の株主名簿に記録される必要がありま

す。また、当社株主の皆様（大規模買付ルールに違反した大規模買付者および当社の企業価値・

株主共同の利益を著しく損なうと認められるような大規模買付行為を行う大規模買付者を除きま

す。）には、新株予約権の行使により新株を取得するために所定の期間内に一定の金額の払込みを

していただく必要が生じることがあります。かかる手続きの詳細につきましては、実際に新株予

約権を発行することになった際に、法令および金融商品取引所規則に基づき別途お知らせいたし

ます。前記３．（４）のとおり、本対応方針に基づき新株予約権の無償割当を決議した場合でも、

大規模買付者による大規模買付行為の撤回、大規模買付行為の条件変更等の事情により、新株予

約権の無償割当を中止し、または当社が新株予約権者に当社株式を交付することなく無償にて新

株予約権を取得することがあります。これらの場合には、１株当たりの株式の希釈化は生じませ

んので、１株当たりの株式の価値の希釈化が生じることを前提にして売付等を行った投資家の皆

様は、株価の変動により相応の損害を被る可能性があります。 

なお、平成 26 年３月 31 日現在の大株主の状況は別紙４に記載のとおりです。 

 

 

５．本対応方針の有効期限等 

（１）本対応方針の導入 

本対応方針の導入については、当社株主の皆様の意思を反映すべく、平成 26 年 6 月開催予定の

本株主総会における決議によりご承認いただきます。本株主総会において本対応方針の承認に関

する議案が承認されない場合、本対応方針は導入されません。 

 

（２）本対応方針の有効期限 

 本対応方針の有効期限は、平成 26 年６月開催予定の本株主総会の日から 3 年以内に終了する最

終の事業年度に関する定時株主総会終結の時までとします。本株主総会において、本対応方針の

継続について当社株主の皆様のご承認が得られた場合は、本株主総会の日から 3 年以内に終了す

る最終の事業年度に関する定時株主総会の終結の時まで 3 年間有効期間が延長されるものとし、

以後も同様とします。もし承認が得られなかった場合には、その時点で廃止されることになりま

す。また、本対応方針は、その有効期間中であっても、当社取締役会により本対応方針を廃止す

る旨の決議が行われた場合は、その時点で廃止されるものとします。 

さらに、当社取締役会は、当社の企業価値・株主全体の利益保護の観点から、会社法および金

融商品取引法を含めた関係法令の整備・改正等を踏まえ、本対応方針を随時見直していく所存で

す。当社取締役会は、本対応方針の有効期間中に本対応方針を修正する場合は、独立委員会の勧
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告を最大限尊重するものとします。本対応方針を修正することを決定した場合は、その旨を速や

かにお知らせします。なお、本対応方針は、平成 26 年５月 16 日現在施行されている法令を前提

としており、同日以後の法令の改廃がなされ、本対応方針に修正を加える必要が生じた場合には、

適宜本対応方針の文言を読み替えるものとします。 

本株主総会において当社株主の皆様のご承認を得た場合、本対応方針の有効期間は、平成 26

年 6 月開催予定の本株主総会の日から 3 年間となりますが、当社取締役の任期は 1 年間となって

おりますので、有効期間中でも毎年の取締役選任手続を通じて本対応方針の継続、廃止または変

更の是非の判断に当社株主の皆様の意思を反映させることができるものとなっております。 

 

 

６．本対応方針の合理性 

本対応方針は、経済産業省および法務省が平成 17 年 5 月 27 日に発表した「企業価値・株主共

同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共

同の利益の確保・向上の原則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性の原則）を充足して

います。また、経済産業省・企業価値研究会が平成 20 年 6 月 30 日に発表した報告書「近時の諸

環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容も踏まえたものとなっております。 

 

（１）株主共同の利益の確保・向上目的による導入 

本対応方針は、「１．大規模買付ルールの必要性と本対応方針の目的」で記載したとおり、当社

株式に対する大規模買付行為がなされた際に、当該大規模買付行為に応じるべきか否かを当社株

主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保し、

当社株主の皆様のために大規模買付者と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業

価値・株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入されるものです。 

 

（２）合理的な客観的発動要件の設定 

本対応方針は、「３．大規模買付行為がなされた場合の対応方針」で記載したとおり、あらかじ

め定められた合理的な客観的要件が充足されなければ対抗措置が発動されないように設定されて

おり、当社取締役会による恣意的な対抗措置の発動を防止するための仕組みが確保されています。 

 

（３）独立委員会による判断の重視と情報開示 

本対応方針における対抗措置の発動等に際しては、当社取締役会から独立した社外役員等によ

って組織された独立委員会に諮問し、同委員会の勧告を最大限尊重するものとされています。ま

た、その判断の概要については当社株主の皆様に情報開示をすることとされており、当社の企業

価値・株主共同の利益に適うように本対応方針の公正・透明な運用が行われる仕組みが確保され

ています。 

 

（４）株主意思の重視 

本対応方針は、本株主総会における当社株主の皆様のご承認を条件に、現対応方針を一部変更

して継続されるものであり、その継続について当社株主の皆様のご意向が反映されることとなっ

ております。また、本対応方針継続後であっても、その後の当社株主総会において本対応方針の

変更又は廃止の決議がなされた場合には、本対応方針も当該決議に従い変更又は廃止されること

になります。従って、本対応方針の継続、廃止または変更の是非の判断には、当社株主の皆様の

ご意向が反映される仕組みとなっております。 

さらに、当社取締役会において本対応方針を廃止する旨の決議が行われた場合には、本対応方

針はその時点で廃止されることになります。                     以上 
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 別紙１ 

無償割当により新株予約権を発行する場合の概要 

 

１. 新株予約権付与の対象となる株主および発行条件 

当社取締役会で定める基準日における最終の株主名簿に記載または記録された株主に対し、そ

の所有する当社普通株式（ただし、当社の所有する当社普通株式を除く。）1 株につき 1 個以上の

割合で新たに払込みをさせないで新株予約権を割当てる。 

 

２. 新株予約権の目的となる株式の種類および数 

新株予約権の目的となる株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権の目的となる株式の総数

は、当社取締役会が基準日として定める日における当社発行可能株式総数から当社普通株式の発

行済株式（当社の所有する当社普通株式を除く。）の総数を減じた株式数を上限とする。新株予約

権 1 個当たりの目的となる株式の数は当社取締役会が別途定める数とする。ただし、当社が株式

分割または株式併合を行う場合は、所要の調整を行うものとする。 

 

３. 発行する新株予約権の総数  

 新株予約権の発行総数は、当社取締役会が別途定める数とする。当社取締役会は、複数回にわ

たり新株予約権の割当を行うことがある。 

 

４. 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額（払込みをなすべき額） 

 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額（払込みをなすべき額）は 1 円以上で当社

取締役会が定める金銭とする。ただし、下記 7.の取得条項が定められた場合には、当社取締役会

が取得の対象として決定した新株予約権を保有する株主は、新株予約権の行使に際して出資すべ

き金銭を払い込むことなく、当社による新株予約権取得の対価として、当社株式を受領すること

になる。 

 

５. 新株予約権の譲渡制限  

 新株予約権は譲渡することができる。ただし、当社取締役会の承認を要する。 

 

６. 新株予約権の行使条件 

 議決権割合が 20％以上の特定株主グループに属する者（ただし、あらかじめ当社取締役会が同

意した者を除く。）でないこと等を行使の条件として定める。詳細については、当社取締役会にお

いて別途定めるものとする。 

 

７．取得条項  

 新株予約権については、上記 6.の行使条件のため新株予約権の行使が認められない者（非行使

権者）以外の者（当社取締役会の承認を得て非行使権者から新株予約権を譲り受けた者を含む）

が有する新株予約権を当社が取得し、新株予約権 1 個につき当社取締役会が別途定める株数の当

社普通株式を交付することができる旨の取得条項を定めることができる。なお、当社取締役会は、

新株予約権の内容として、非行使権者が保有する新株予約権の対価として現金を交付する旨の取

得条項を付することはできないものとする。 

 

８．新株予約権の行使期間等 

 新株予約権の割当てがその効力を生ずる日、行使期間その他必要な事項については、当社取締

役会が別途定めるものとする。                           以上 
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 別紙２ 

独立委員会の概要 

１．構成員 

当社取締役会により委嘱を受けた当社社外取締役・当社社外監査役・弁護士・公認会計士・学

識経験者・投資銀行業務に精通する者・実績ある会社経営者等、３名以上の委員で構成される。

本対応方針の委員は梶原健司氏、吉戒修一氏、上野博明氏の３名とする。委員の任期は選任の日

から３年以内に終了する事業年度に関する定時株主総会の終結の時までとし、重任を妨げない。 

 

２．決議要件 

独立委員会の決議は、原則として、独立委員会の全員が出席し、その過半数をもってこれを行

うものとする。ただし、独立委員会の全員が出席できない場合には、独立委員会の決議は、独立

委員会の過半数が出席し、その過半数をもってこれを行うものとする。 

 なお、独立委員会の決議が賛否同数により成立しない場合には、取締役会に対し、決議が成立

しない旨の報告を行うものとする。 

 

３．決議事項その他の権限と責任 

独立委員会は、以下の各号に記載された事項について取締役会の諮問がある場合には、これを

検討のうえ自らの意見を決定し、その決定内容をその理由を付して当社取締役会に勧告ないし助

言する権限と責任を有する。独立委員会の各委員は、上記の責任を果たすうえで、会社に対して

善管注意義務を負い、当社の企業価値・株主共同の利益に資するか否かの観点から自らの意見を

決定することを要し、専ら自らまたは当社取締役の個人的利益を図ることを目的としてはならな

い。 

① 大規模買付ルールの対象となる大規模買付行為の存否 

② 大規模買付者が当社取締役会に提供すべき情報の範囲 

③ 大規模買付者の大規模買付行為の内容の精査・検討 

④ 大規模買付者による大規模買付行為に対する当社取締役会が作成した代替案の検討 

⑤ 無償割当による新株予約権の発行を含む対抗措置の発動の要否および内容 

⑥ 対抗措置発動につき株主総会決議による株主意思確認の要否 

⑦ 対抗措置発動後の停止 

⑧ 大規模買付ルールの維持・見直し・廃止 

⑨ その他大規模買付ルール、対抗措置、大規模買付行為に関連し、当社取締役会が判断すべ

き事項について、取締役会が独立委員会にその意見を諮問することを決定した事項 

また、独立委員会は、自らの意見の決定に際して適切な判断を確保するために必要かつ十分な

情報収集に努めなければならないものとし、当社の費用で独立した第三者（ファイナンシャル・

アドバイザー、弁護士、公認会計士、コンサルタントその他の専門家を含む。）の助言を得ること

ができる。 

以上 
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別紙３ 

独立委員会委員の氏名および略歴 

 

【氏名】梶原 健司（かじわら けんじ） 

【略歴】昭和 20 年９月 11 日生 

昭和 43 年４月  野村證券株式会社入社  

昭和 46 年８月  オリエント・リース株式会社（現オリックス株式会社）入社  

平成５年 ６月  同社取締役・社長室管掌 

平成 12 年６月  同社常務執行役員・プロジェクト担当  

平成 16 年５月 同社専務執行役・東京営業本部長 

平成 17 年２月  同社取締役兼執行役副社長・グループ大阪代表兼国内営業本部・大阪

本社担当 

平成 20 年６月 同社常任顧問 

平成 22 年６月 当社独立委員会委員（現任） 

平成 23 年６月 当社取締役（社外）、現在に至る 

【選任理由等】 

 金融サービス業の経営者としての豊富な経験と専門的見地から、独立委員会において企業経営

面およびコーポレート・ガバナンス面で適切な意見を述べており、今後も引き続き独立委員会の

意思決定に際して適切なご指導をお願いできるものと考えます。 

※現在、同氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。 

 

 

【氏名】吉戒 修一（よしかい しゅういち） 

【略歴】昭和 23 年７月７日生 

    昭和 48 年 ４月 東京地方裁判所判事補 

    昭和 58 年 ４月 横浜地方裁判所判事 

    平成 13 年 １月 法務省人権擁護局長 

    平成 17 年 ３月 静岡地方裁判所所長 

    平成 18 年 12 月 東京高等裁判所部総括判事 

    平成 21 年 ３月 横浜地方裁判所所長 

    平成 22 年 ６月 東京地方裁判所所長 

    平成 23 年 ５月 大阪高等裁判所長官 

    平成 24 年 ３月 東京高等裁判所長官 

    平成 25 年 ９月 東京弁護士会登録、TMI 総合法律事務所顧問（現任） 

    平成 25 年 ９月 法曹養成制度改革顧問会議顧問（現任） 

    平成 25 年 10 月 中央建設工事紛争審査会特別委員（現任） 

    平成 25 年 12 月 当社独立委員会委員、現在に至る 

【選任理由等】 

元高等裁判所長官、法律の専門家としての見地から、独立委員会の意思決定に際して法的・客

観的・中立的な立場で公正な判断をお願いできるものと判断したため、平成 25 年 12 月 13 日付

で就任いただきました。 

なお、当社は、同氏が顧問を務めるＴＭＩ総合法律事務所の他の弁護士に法律事務を委任して

おりますが、同氏は同法律事務所の経営判断に関わる業務執行者や使用人ではなく、当社の法律

事務を担当することもありません。 

※現在、同氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。 
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【氏名】上野 博明（うえの ひろあき）  

【略歴】昭和 25 年 11 月 10 日生 

    昭和 50 年４月 公認会計士播摩和夫事務所に入所 

    昭和 60 年４月 公認会計士上野博明事務所を開設 

    昭和 62 年４月 広島経済大学講師就任（平成３年３月退任） 

    平成 26 年４月 当社独立委員会委員、現在に至る 

【選任理由等】 

公認会計士、税理士としての専門的見地から、独立委員会において企業財務面、企業経営面で

適切な指導をお願いできるものと判断したため、平成 26 年４月１日付で就任いただきました。 

※現在、同氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。 

以上 
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別紙４ 

大株主の状況 

 平成 26 年３月 31 日現在 
 

順位 株主名 
所有持株数

(千株) 
持株比率(％) 

１ 株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 7,858 4.1 

２ 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 6,765 3.6 

３ 株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 6,607 3.5 

４ 日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 5,994 3.2 

５ 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 5,579 2.9 

６ 株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 5,568 2.9 

７ ジェーピー モルガン チェース バンク ３８５６３２ 5,009 2.6 

８ ス テ ー ト  ス ト リ ー ト  バ ン ク  ア ン ド  ト ラ ス ト カ ン パ ニ ー 4,918 2.6 

９ ステート ストリート バンク アンド トラストカンパニー ５０５２２５ 4,267 2.2 

１０ 株 式 会 社 み な と 銀 行 4,208 2.2 

 計 56,777 29.9 

（注）１．持株比率は、自己株式を除いて計算しております。 

２．当社は、自己株式10,137千株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。 

３．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）の持株数のうち投資信託・年金信託設定

分は4,318千株であります。 

４．日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の持株数のうち投資信託・年金信託設定分は

5,305千株であります。 

５．大量保有報告書および同変更報告書により、次のとおり株式を所有している旨の報告を受けてお

ります。 

平成25年６月14日現在(報告日：平成25年６月20日) 

氏名又は名称（共同保有者） 
保有株券等の数

（千株） 

株券等保有割合 

（％） 

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 4,328 2.16 

三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社 405 0.20 

日 興 ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト 株 式 会 社 6,465 3.23 

 

平成25年７月15日現在(報告日：平成25年７月22日) 
  

氏名又は名称（共同保有者） 
保有株券等の数

（千株） 

株 券 等 保 有 割 合 

（％） 

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 5,568 2.78 

み ず ほ 証 券  株 式 会 社 199 0.10 

み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社 4,777 2.39 

新 光 投 信 株 式 会 社 200 0.10 

 



－16－ 

 平成25年12月31日現在(報告日：平成26年１月９日) 
 

氏名又は名称 
保有株券等の数

（千株） 

株 券 等 保 有 割 合 

（％） 

ラザード・アセット・マネージメント・エルエルシー 16,249 8.13 

 
 

以上 


